
1． は じ め に

企業システムは，汎用機システムによる集中処理と，オープン化による業務別サー

バの設置や大規模ネットワークの構築による分散処理を経て成長してきた．その結果，

システムの複雑化を招き，コンピュータ管理部門や開発部門に大きな負担を強いる事

となった．こうした中，間接的な運用コストを含んだTotal Cost of Ownership（総
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要 約 1990 年代の後半，WindowsNT 4.0 のリリースにより，Windows サーバを使用した業

務システムが急速に普及した．しかし，当時は安定性が低いという理由により企業の基幹業

務サーバは依然UNIXが主流であった．こうした中，2000 年に“Windows 2000 Data Center

Server”と“UNISYS Enterprise Server ES 7000”が登場し，Windows サーバでミッショ

ンクリティカルな企業システム構築が現実のものとなった．

筆者の担当顧客では発注系・商品管理系業務といった基幹業務をUNIXサーバに実装し

オープン化を実現していたが，導入から 5年が経過し，老朽化及び性能限界によるサーバ構

成の見直しが必要となっていた． 当初UNIXサーバのグレードアップが検討されていたが，

Windows 2000 Data Center Server＋ES 7000 の持つ性能・可用性・拡張性・TCO（Total

Cost of Ownership）削減といった点が注目され，ES 7000 の採用が決定した．

本稿では，UNIXサーバからの移行作業を通じ，基幹業務システムをどの様にWindows

サーバに実装したか，又，ES 7000 が TCO削減についてどの様に貢献したかについて明ら

かにする．

Abstract Data processing applications running on the windows―based server have quickly widespread with

the release of Windows NT 4.0 since mid―1990s. However, at that time, UNIX operating system still had

the advantage of the enterprise server in most companies because of poor stability of Windows operating

system. Under such a circumstances, Microsoft Windows 2000 Data Center Server and UNISYS Enterprise

Server ES 7000 were announced in 2000, and implementation of the mission critical business application of

the Windows―based server has became true.

The customer site the author was involved implemented mission―critical business systems such as the

order entry and merchandise management systems and operated them on open UNIX―based systems.

However, five years have passed since installation of server systems, and the review of server configura-

tion was required at standpoint of the aging and limitation of performance of processing system and the

upgrade of UNIX―based server was initially pursued. But the high―performance, high―availability, extensi-

bility, and reduction of TCO（Total Cost of Ownership）, which Windows 2000 Data Center Server＋ES 7000

has, drew the customer's attention, and adoption of ES 7000 was determined.

This paper describes how the mission―critical business systems were implemented on the Windows―

based server, and how ES 7000 has contributed to reduction of TCO through experience of the system mi-

gration from the UNIX based server.
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合保有コスト：以下TCO）をいかに削減できるかが，情報システム部門の命題とな

っている．本稿ではUNISYS Enterprise Server ES 7000（以下，ES 7000）及びWin-

dows 2000 Data Center Server（以下，Windows 2000 DCS）を使用し，複数のシス

テム環境の統合を行った事例を紹介する．

本稿のもう一点の主旨は，UNIXからWindows への業務システムの移行事例であ

る．企業システムの業務サーバのOS（以下，OS）として，UNIXとWindows のど

ちらを採用すべきかという論争は長い間論議され続けている．1990 年代において，

オープンシステムのOSは UNIXが主体であり，Windows NT 4.0 のリリース後も，

UNIXはミッションクリティカルな業務のサーバOSとして位置付けられていた．そ

の最大の理由は，OSとしての安定性にあった．例えば，Windows NT 4.0 でメモリ

リークによるアプリケーション停止やハングアップの発生頻度が高いことにより，企

業システムのOSとして安定しているUNIXを使用すべきという選択である．しかし

ながら，Windows OS は，クライアント PCの爆発的な普及を足がかりとして利用人

口が増加したことで，サーバとしての操作性やハードウェア価格でUNIXより優位

に立ち，シェアを伸ばしてきた．また，2000 年以降，大規模なWindows サーバが登

場して，最大 32 CPUの大規模な環境で稼働する事が可能となり，両OSの特性やハ

ードウェア性能の格差は狭まってきている．このようにハードウェアの選択肢が広ま

った事により，総合的なシステム機能やコスト対効果，管理者の負荷といった問題を

いかに解決するかという点がOS選択の重要なポイントとなってきている．

本稿の背景となった顧客事例では，UNIXサーバ 6台（内一台はホットスタンバイ

のバックアップ専用サーバ）で業務システムを構築していた．このシステムは，稼働

後 5年が経ち，個々のサーバのハードウェア性能に起因して処理能力不足が表面化し

てきた．解決策として，UNIXサーバの最新機種へのアップグレードの検討が行われ

ていたが，各サーバの導入時期が異なるため，UNIXやデータベースエンジンとして

使用しているOracle の詳細バージョンの違いが問題となっていた．また，全サーバ

を一度に交換できないため，ローテーションを組んでUNIXサーバをアップグレー

ドしていくという計画では，作業負荷が非常に大きく，実現性に問題があった．

この対応策として，ES 7000 とWindows 2000 DCS への移行を提案したが，顧客と

しては，UNIXからWindows への業務システム移行の実現性を最も懸念していたの

で，実際に一つのサブシステムの移行を実験的に実施することにした．また，ES 7000

によるサーバ統合によりどの程度TCOの削減が可能となるか，Windows 2000 DCS

への安定性やES 7000 の拡張性が確保できるかの懸念事項もあったが，結果として払

拭することができた．本稿では，第 2章でUNIXからWindows 2000 DCS への移行

の実験作業で発生した問題の解決策や考慮点を提示し，第 3章で ES 7000 を使用した

サーバ統合をベースにした可用性や拡張性の確保とどのような分野でTCO削減がで

きたかを記述する．

2． UNIXからWindowsへの業務システム移行

本稿の背景となった顧客事例では，複数のUNIXサーバで稼働している業務シス

テムをES 7000 とWindows 2000 DCS に置き換える上で，システム構成の妥当性や
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移行作業工数を明確にする必要があった．また，移行にあたって，ES 7000 上で使用

するプロダクトの選定や移行及び改修の方針を決めた上で，業務アプリケーションの

具体的な改修作業量を把握する必要がある．このため，事前に一つのサブシステムを

使用して実験的に移行を実施した．

この移行実験は，UNIXサーバとES 7000 で同一処理を実行し，処理効率の比較と

作業手順の確立を行うことが目的である．移行実験の準備作業として，移行や改修の

方針を決めるために，業務アプリケーションの全ソースプログラムの内容を解析し，

非互換項目の調査を実施した．その結果として，移行実験作業の中で，以下の項目を

調査検討することになった．

・UNIX上で業務アプリケーションの実行制御をするシェルコントロールを

Windows 上で実現する方法の検討

・UNIXとWindows の C言語のシンタックスレベルの非互換項目や実行時の非

互換項目の洗い出しとその対応方法の検討

・Windows へ移行したアプリケーション実行効率の調査と必要となるハードウ

ェアリソースの確認

・業務システム全体を移行するための作業ボリュームの把握

また，実際の移行作業と平行して，Windows 2000 DCS についての安定性の評価を

実施した．

本章では，業務システムをUNIXからWindows 2000 DCS へ移行するにあたって

調査検討を行った上記の項目について記述する．

2．1 UNIXのシェルコントロール代替

UNIXの業務システムは，アプリケーションの実行制御がUNIXのシェルで記述さ

れ，移行対象となるシェルの本数が多いため，シェルコントロールのWindows 上で

の実現方法の選択が作業工数全体に大きな影響を与える事になる．このシェルコント

ロールの代替機能として，VB（Visual Basic）Script やバッチコマンド等のWindows

上で動作するスクリプトを検討した．しかし，前提としてシステム全体の移行期間が

実質 6ヶ月であったため，作業工数面の負担が大きくなり選択できなかった．この制

約は，顧客側のシステム開発凍結期間が 6ヶ月以上確保できない事に起因している．

結果として，Windows 上でシェルコントロールを実現するために，Microsoft 社の

Windows Service for UNIXバージョン 2.0（以下 SFU）を使用する事にした．SFU

を導入する事で，Windows 2000 上で基本的なUNIXシェルコマンドが実行可能とな

る．表 1に，SFUを導入する事で使用可能となるUNIXシェルコマンドを示す．ま

た，SFUが対応しているUNIXシェルコマンドでは機能的に不足する場合は，SFU

の拡張版であるMKS社のMKS Toolkit を使用することで対応できる．MKS Toolkit

を導入する事で対応可能となるコマンドを表 2で示す．この他にUNIXのMOTIF

対応の GUI アプリケーションを移植が必要であれば，同じくMKS社のNuts Cracker

を使用することで対応できる．

SFUの導入により，シェルコントロールの移行工数は最低限に抑えられる．しか

し，SFUを利用してもUNIXとWindows との非互換として以下のような項目があ

り，シェルコマンドの記述の変更や解決策が必要となる．
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1） ファイル名記述におけるパス表記上の違い

ファイル名を記述する場合，UNIXは全てのパスを／（ルート）を起点とした

木構造としているが，Windows はドライブレター（C : ，D：等）を起点とした

表 1 Service for UNIXの対応 UNIXコマンド

表 2 MKS Toolkitで拡張される対応 UNIXコマンド
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構造になっている．注意点として，パス区切り文字は SFUを使用した場合，Win-

dows 表記の￥ではなく，UNIX表記の／を使用する．

ファイル記述例）

UNIXの場合 Windows の場合

／home／oracle → c：／home／oracle

2） シェルコマンドの応答結果に表示されない情報がある

シェルコマンドの中には，応答結果としてUNIXの場合に戻されていた情報

が，Windows の API（Application Program Interface）でサポートしていない

ために戻されないものがある．下記の例は，UNIXサーバと SFUを実装したWin-

dows サーバでOracle の sqlplus を実行し，その時のプロセスを ps―ef（プロセ

ス状態表示）コマンドで実行した時の出力結果である．

例）ps―ef コマンドの処理実行結果

UNIXの場合

oracle 5576 5565 0 12 : 03 : 36 pts／4 0 : 00 sqlplus scott／tiger

Windows 上の SFU場合

――coopm 1208 ―― 8 ―77 e 69264 6260 ― ― 0 : 00 sqlplus

この例では，SFUの場合 sqlplus がプロセスとして稼働している事は取得でき

るが，UNIXの応答のように sqlplus のプロセスに対する詳細パラメータ情報（上

記例ではユーザ scott／tiger で Oracle に接続している）が戻されない．これは

UNIXとWindows の API 仕様の違いであり，Windows ではこの様な付加情報

を取得する手段自体がない事に起因している．このため，代替策をアプリケーシ

ョンレベルで解決する必要があった．

こういったプロセス情報を取得する必要があるコマンドの代替策として，専用

のバッチコマンドファイル（複数のコマンドを一括して実行できるファイル）を

作成した．sqlplus［ユーザ名］．bat という様に，バッチコマンド自体にプロセ

ス情報が特定できる名前を付けた．

このバッチコマンドから実際の sqlplus を起動する事により，どのユーザがOr-

acle に接続しているかの判断が可能となる．ftp 等，ユーザ接続情報を判断する

必要があるコマンドは全てこの対応を実施し，対象プロセスの特定ができる様に

した．

3） 特定の 2バイト文字が正しく処理されないコマンドがある．

文字列定数を echo コマンドで表示させた際，特定の 2バイト文字の表示でエ

ラーが発生した．下位 1バイトがシングルコーテーション「'」と同じになる文

字処理が正しく処理されないため，文字列定数区切り文字をダブルコーテーショ

ン「”」に変更する事により解決した．

2．2 C言語非互換項目対応

業務システムをWindows に移行するにあたって，アプリケーションの一部が

UNIXの ANSI―C の C言語で作成されているため，Windows の Visual C との非互換

に対しての調査，検討を行った．非互換項目としては，コンパイルエラーの文法上の

問題と実行結果の問題に分けられる．コンパイル時のエラーについては，表 3に提示
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表 3 Cプログラムの主な非互換項目

してあるエラーメッセージを解析することで対応でき，機械的に修正すればよい内容

であった．また，Windows 上での実行時の動作結果として以下のような不具合が判

明した．

1） 変数の初期化を明示的に宣言しなかった場合，UNIXの ANSI―C では暗黙的

にクリアされるが，Windows の Visual C ではクリアされないので，メモリ空間

に残存した内容がそのまま使用され，処理結果が一定しない現象があった．

2） サイズの一致しない変数間の項目移送により，結果項目の内容が破壊される．

特に漢字項目の項目移送で有効データ長以降に半角・全角スペースの充填ミスが

発生した．

以上の様な文法エラーとならない非互換項目については，実際に動作検証するまで

問題に気が付かないケースが多い．こうした問題点を完全にクリーンアップするため

には，Programming Research Ltd 社の QAC／QAC＋＋等の文法解析ツールの使用

が有効である．QACを使用する事により，コンパイルエラーにならずに実行時エラ

ーとなる箇所を特定できる．但し，詳細解析を実施するためにはQACの実行と結果

の解析に期間を必要とする．今回の事例では作業期間の制限があったため，事前調査

内容の検証目的で実験的使用に留めた．

QACでの C言語ソース解析結果のサンプルを表 4に示す．
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表 4 QACでの C言語ソースプログラム解析結果

表 5 UNIXサーバとWindowsサーバの処理時間比較

2．3 アプリケーション効率調査と必要ハードウェア・リソースの確認

UNIXとWindows の非互換項目の洗い出し結果を踏まえて，対処すべき作業項目

の内容と業務処理結果の正当性を確認するために，一つのサブシステムを実際に移行

して評価を行った．また，移行実験を行うサブシステムは，ハードウェア構成の性能

を確認するため，業務アプリケーションの中で最も効率要件の厳しい発注サーバの締

め処理を対象にした．該当業務は，発注先とのデータ送信の関係上，処理開始から終

了まで 30 分以内に完結する必要性があり，移行前のUNIXサーバではリソースが不

足していたため，要求の 30 分ぎりぎりの処理時間がかかっていた．ES 7000 に移行

して処理速度を実測した結果，表 5で示す様に約 5倍の処理速度向上が確認できた．

比較したUNIXサーバはかなり処理能力が低いため，この結果は一般的なUNIX

サーバとWindows サーバの性能の比較にはならない．しかし，客観的な比較として，

Windows サーバでも高速なバッチ処理が可能であるという点と，UNIXサーバのバ

ージョンアップ提案と比較した際のコストパフォーマンス面での優位性が証明され

た．これは，提示されたUNIXサーバのTPC―C ベンチマーク測定値はES 7000 の半

分だが，価格面ではES 7000 と同程度のためである．また，本番環境と全く同一のデ

ータベース及びトランザクションを使用したため，CPUやメモリ使用量等のハード

ウェア・リソースの消費量も確認する事ができた．

2．4 全体移行作業のボリューム把握

移行実験の結果を元に，移行作業全体のボリューム予測を実施した．全ソースの非

互換項目の洗い出しは，事前の調査作業で判明していたため，今回のサブシステムに

よる移行実験で得られた必要作業量を元に，システム全体の作業量を算出した．

作業期間設定は前述の通り 6ヶ月間であったが，移行実験の作業期間実績が 1ヶ月

未満で終了した結果から，充分であると判断した．

2．5 Windows 2000 Data Center Serverの安定性

Windows 2000 DCS についての安定性を検証するため，移行作業を実施している 6

ヶ月の間にES 7000 とWindows 2000 DCS の評価を実施した．目的はES 7000 と

Windows 2000 を安定稼働させるために必要な設定内容の確認である．主管部との共
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同作業で各プロダクトを実装し，動作確認を実施していった．結果として，ES 7000

及びWindows 2000 DCS を安定稼働させるためには，実装するプロダクトについて

Windows 2000 DCS での動作保証がされている事が前提となる．下記は実装したプロ

ダクトの一覧である．

・Oracle 8 i（8.1.6）Enterprise Edition

・Oracle fail Safe

・Microsoft Windows Service for UNIX

・Veritas Backup Exec

これらのプロダクトは米国UNISYS 及び日本ユニシス（以下，当社）でWindows

2000 DCS 上で動作が認められたプロダクトである．これ以外のプロダクト（プリン

タ・ドライバ等も含む）は，一切ES 7000 上に搭載していない．今日現在ではWindows

2000 DCS 上で動作確認が取れているプロダクトは着々と増加している．現状で動作

保証されている他のプロダクトについてはWindows 2000 DCS を販売している各ハ

ードウェアベンダーに確認が必要である．また，プロダクトによってはWindows 2000

DCS で実行可能ではあるが，制限事項が付加されている可能性がある．このため，

巻末に添付した参考文献等の確認が必要となる．

2．6 UNIXからの移行についてのまとめ

前項までの内容を元にUNIXからWindows サーバに対して実際の業務システム移

行を実現したが，予想より非互換項目は少なかった．その主たる要因は，UNIXサー

バとES 7000 の双方でデータベースにOracle を使用した事である．移行プロセスに

おけるデータの整合性維持は困難な課題であるが，今回はUNIXサーバとES 7000

の Oracle データベース間で Snapshot 機能を使用して対応した．Snapshot 機能とは，

異なるOracle データベース間でテーブルの変更内容（insert・update・delete 等の

変更要素）を複製する機能である．Snapshot の使用により，UNIXサーバとES 7000

の Oracle データベースの内容を完全に一致させる事ができた．このため，システム

テストと併行稼働期間において，処理結果の比較により移行結果の正当性評価が可能

となり，短期間で移行を完了する事ができた．

本稿の事例では，言語やデータベースを変更せずに，非互換をプロダクトで吸収す

るという移行アプローチを取った．全く別のアプローチとして，SQL Server 等に代

表されるMicrosoft プロダクトへの全面的変更といった手段もある．実際に今回の事

例でも，売上分析系のデータウェアハウスの構築にはOracle から SQL Server の全

面変更を実施している．どちらの手法を取るにしても，使用するプロダクトの特性に

合わせ，移行方針を確立する事が重要である．

3． ES 7000を使用したサーバ統合

UNIXサーバからES 7000 への移行に際して，UNIXサーバを統合することができた．

本章では，ES 7000 を使用する事により実現したサーバ統合について記述する．この

サーバ統合は，サーバ運用管理を軽減するための物理的な統合と，統合されたサーバ

を業務毎に分割する方法を併用して実施した．この様な構成を取り，システムの可用

性を高めるためにES 7000 の特徴の一つであるパーティショニング機能とMicrosoft
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Cluster Service（以下MSCS）を併用した．

3．1 パーティション機能を使用したサーバ統合とシステム分割

UNIXサーバを統合する手段として，ES 7000 上にどの様な形で実装するかについ

て構成検討を実施した．第 2章の移行時の結果から，UNIXサーバ 6台分の業務をES

7000 に集中させた場合，能力的な問題は無いが，各業務処理が集中する事によりト

ラブル発生時のリカバリー処理の負荷と復旧手順の複雑性といった運用面の問題が発

生する可能性があった．トラブルが発生した時の影響度を最低限にするために，ES

7000 のパーティショニング機能を使用して各業務システムを物理的に分割した．す

なわち，物理サーバ毎にWindows 2000 DCS を配置し，別々のアプリケーションを

稼働させる事により，一つのパーティションで障害が発生しても他のパーティション

の業務は全く影響を受けずに業務処理を続行できる．このようにパーティショニング

機能を使用する事で，32 CPUの構成であれば最大八つの物理サーバを一台のES 7000

に構築可能である．

今回の事例では，システム追加やパーティション構成の拡張に耐えられる構成を求

められていたため，最大の 32 CPU構成を取らず，16 CPU構成の ES 7000 を 2 台に

し，それぞれを四つのパーティションに分割した．また，データ容量の増大や業務シ

ステムの追加要件に耐えられる様，パーティションあたりのメモリとHDD（Hard

Disk Drive）容量をUNIXサーバの 2倍にした．

こうして 6台のUNIXサーバで構築されていたシステムを 2台の ES 7160 DD（16

CPU構成の ES 7000）に統合した結果，設置スペースの小面積化，使用電源量・空

調機容量といった運用コストを削減する事ができた．システム稼働当時（UNIXから

の移行時）のES 7000 構成を図 1に示す．この構成図にある論理サーバを括るクラス

図 1 ES 7000構成（システム稼働当時）
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表 6 クラスタフェイルオーバー時のアプリケーション動作

タの矩形は，MSCSによるクラスタ構成を示している．これについては，事項で記

述する．また，各物理サーバは外付けディスクとしてESM 7700 を使用してクラスタ

の共有ディスクとして使用している．

3．2 MSCSを使用したクラスタ構成

Windows 2000 DCS は，業務システムの可用性を高めるために，OSのサービスと

してMSCSを使用してクラスタを構成できる．すなわち，MSCSによるクラスタ構

成にすれば，システム障害時にデータベース，ネットワーク ID，共有ディスク等が

クラスタ内の別のサーバに移動する（以後フェイルオーバ）ので，そのサーバ上で業

務を継続することができる．クラスタリングによるフェイルオーバ時のアプリケーシ

ョンの動作状況を表 6に示す．

図 1に示すようにES 7000 の構成では，二つの物理サーバを一つのクラスタとして，

三つのクラスタ構成を形成している．各クラスタは，複数の論理サーバが設定されて

いて，二つの物理サーバに配置されている．例えば，発注サーバー 1の配置された物

理サーバに障害が発生すれば，商品マスタサーバの配置された物理サーバにフェイル

オーバして，一つの物理サーバ上で二つの論理サーバが稼働することになる．このた

め，サーバ障害時の代替用として，予備サーバの設置は不要となった．しかし，MSCS

によるクラスタ構成があらゆる種類の障害に対応できる訳では無い．MSCSのクラ

スタ構成で対応できない障害事象の一例として，データベースの物理的破壊がある．

データベース（Oracle,SQL Server 共）の物理的な破壊が発生した場合には，クラ

スタ構成であっても共有ディスクが障害を受けているので，フェイルオーバしてもデ

ータベースのサービスが異常終了して，業務システムは継続できない．この様な状態

は，クラスタ構成でないデータベースと同じく，バックアップ媒体からのデータのリ

カバリーが必要となる．HDDの媒体障害の対応として，HDD構成をパリティ付き

ストライプセットとミラーリングにして，HDD側でカバーする事で対応している．

一方，MSCSのクラスタリングを有効に利用するには，ソフトウェアがCluster API

をサポートする必要がある．このAPI をサポートしていないソフトウェア，つまり

クラスタに対応していないソフトウェアを利用する場合には，フェイルオーバ時に処

理継続できないことがある．例えば，処理結果をクラスタ構成の共有ディスクに出力
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できないソフトウェアや，メモリ上に更新情報を保持して共有ディスクに出力してい

ないソフトウェアは，ファイルオーバすると障害時までの処理がすべて消失すること

になる．その一例として，タスクスケジュールサービスがある．これは，スケジュー

ル登録した内容がメモリ上に保持されるため，フェイルオーバした場合その内容が継

承されないのでスケジュール再登録が必要となる．このため，クラスタリングに対応

したジョブ制御機能を持つ運用管理ソフトの JP 1（日立製）等を使用すれば代用可

能である．

3．3 サーバ統合による効果

ES 7000 を利用したサーバ統合は，単に 6台のUNIXサーバを物理的に統合するだ

けで無く，物理的な構成を組替え可能なパーティション機能と，論理的な構成を相互

バックアップするクラスタ構成を組むことで，構成の自由度及び高可用性を実現する

事が出来た．さらに，サーバ統合の結果として，バックアップやセキュリティといっ

た面でシステム管理負荷を軽減する事が出来た．例えば，データのバックアップは一

台のDLT装置で採取可能となり，セキュリティはWindows ドメインを利用する事

で管理操作性の向上が得られた．この様に，Windows 2000 DCS のMSCSと ES 7000

のパーティショニング機能を組み合わせる事により，単なる物理的なサーバ統合では

実現不可能な自由度の高いシステム構成をとることが可能となる．

実際にES 7000 へ移行後，ES 7000 をアップグレードし，今後の追加システムの開

発構想に対応するために，システム構成を図 2の様に変更した．こうした構成変更を

図 2 ES 7000構成（2002.6月現在）
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実現できるのはES 7000 の最大の特徴である．今後予定されている動的パーティショ

ニング機能が使用できるようになれば，更に構成の変更やシステム拡張が容易になる

と予想される．

3．4 TCOの削減効果

本章で提示した，6台のUNIXサーバから 2台の ES 7000 に統合したことによる運

用コストの削減に加えて，UNIXからWindows 2000 DCS に移行に伴って，以下の

ようなTCOの削減効果を得ることができた．

1） Windows ドメイン環境に業務サーバを含める事による管理コスト削減

ES 7000 導入までは，単にWindows クライアントの管理にのみWindows ド

メイン環境を使用していた．Windows へ移行後は，業務サーバを含めた統一管

理が可能になり，サーバへのログイン管理に始まり，グループポリシーの適用に

よるセキュリティ管理やリソース管理までが実現可能となった．現在ではWin-

dows 2000 でのActive Directory による管理を実現している．

2） Metaframe の使用によるクライアント PCの TCO削減

今回の移行前までは，サーバサイド・コンピューティングを実装できるCitrix

社のMetaframe を実験的に使用していたが，ES 7000 の導入を契機に業務シス

テムへの適用を行った．このことにより，老朽化したクライアント PCでも快適

な速さで動作するようになった．さらに，クライアントのアプリケーションは，

サーバ上に配置して集中管理するので，各クライアント PCへ配置していたアプ

リケーションモジュールの管理コストを削減することができた．また，比較的安

価なWindows CEベースのクライアントを使用した無線 LAN（WAN）業務の

実現も可能となった．

3） システム開発と保守要員の教育コストの低減

UNIXのシステム管理は，ベンダーシステム保守要員の常駐による 2名体制で

実施していたが，ES 7000 の導入により常駐システム保守体制は不要となった．

これはハードウェア障害やフェイルオーバ発生時の自動通知体制環境が整った事

に起因している．また，システム開発要員の教育面で，Windows 2000 DCS の操

作がクライアント PCで使い慣れたWindows のユーザ・インタフェースに準じ

ているため，基本的操作習得コストが不要であった．システム管理者に対しては

Windows 2000 Server の管理用の教育資材が市販されているため，基本的な管理

要件は充分習得可能である．

4． お わ り に

ここまでES 7000 及びWindows 2000 DCS の長所を記述してきたが，いくつかの

課題も残っている．その一つにプロダクトのライフサイクルの問題がある．Windows

に限らず，近年のオープン系プロダクトはライフサイクルが非常に短くなっているた

め，本事例の様にライフサイクルの長い基幹系業務をオープン系プロダクトで構築す

る場合は，OSやデータベース製品のバージョンアップをすることを前提にその対応

方法を充分に検討しておく必要がある．

また，ES 7000 でも障害発生時の原因追求に必要となる資料は，イベントログ，各
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プロダクトのログやメモリダンプ等で，従来のWindows と同一である．ES 7000 に

は，これらを一括採取する機能を持つESS（Enterprise Server Software）のAnaly-

sis Manager が提供されている．このソフトウェアを利用するには，付帯しているVB

Script のサンプルコーディングを参考にして，システムの環境応じたVB Script 作成

する必要がある．しかし，障害のケースによって収集すべきデータが異なるため，各々

のパターンでVB Script を開発して運用に組み込むには，作業負荷が高くなる．この

機能を一歩進めて，汎用的に，障害時の資料収集ができるようになることを期待した

い．

本稿で紹介したES 7000 の移行事例では，UNIXからの移行とサーバ統合により，

ES 7000 上で TCO削減を実現する事ができた．筆者にとっても貴重な体験であった

が，特記すべきは，顧客でのES 7000 に対する評価が高い点である．Windows 2000

DCS と ES 7000 の導入に対する不安要素は，現在完全に払拭されている．この状態

を維持し，ES 7000 でのシステム構築を継続するために，Windows OS 自体の更なる

成熟を願う．

最後に，UNIXから ES 7000 の移行作業について，多大なる支援をいただいた顧客

システム部，社内関係者各位に謝辞を表し，結びとしたい．
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